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（財）財務会計基準機構会員  

平成 １６年８月３日 

平成１６年 １２月期          中間決算短信（連結） 
上 場 会 社 名 近畿コカ・コーラボトリング株式会社 上 場 取 引 所 東証市場第一部 

コ ー ド 番 号 ２５７６  大証市場第一部 

（URL   http://www.kinki.ccbc.co.jp  ） 本社所在都道府県 大阪府 

代 表 者 役職名  取締役社長 氏名  守都 正和   

問 合 せ 先 責 任 者 役職名  広報部長   氏名  郷   礼次 ＴＥＬ（０６）-６３３０-２１９１ 

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成１６年８月３日  

米国会計基準採用の有無 無   
１．１６年６月中間期の連結業績 （平成１６年１月１日～平成１６年６月３０日） 

（１）連結経営成績 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡  

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

１６年６月中間期 ９０，８８６ (  ５．７) ３，０６０ (  ７８．３) ２，９０３ (  ７４．４) 

１５年６月中間期 ８６，０２１ (△０．９) １，７１６ (△１９．０) １，６６４ (△２１．８) 

１５年１２月期 １８２，８６２  ５，９８６  ５，３２３  
 

 中 間 純 利 益 又 は 

中間（当期）純損失（△） 

1 株当たり中間純利益又は 

中間（当期）純損失（△） 

潜在株式調整後 1 株当たり 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

    百万円 ％ 円  銭 円 銭 

１６年６月中間期 ９５８ (   －   ) １５ ３２  － 

１５年６月中間期 △４２９ (   －   ) △ ６ ８７  － 

１５年１２月期 △８，９３４  △１４４ ３８  － 

（注） ① 持分法投資損益  １６年６月中間期 ３１百万円  １５年６月中間期 △７百万円  １５年１２月期 △５５３百万円 
 ② 期中平均株式数(連結)   １６年６月中間期 ６２，５５０，８６８株  １５年６月中間期 ６２，５５９，９３０株 
  １５年１２月期 ６２，５５７，４３０株 
 ③ 会計処理の方法の変更    無 
 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率               
（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

             百万円   百万円 ％ 円      銭 

１６年６月中間期 １２１，３９０ ７３，４０６ ６０．５ １，１７３     ５８ 

１５年６月中間期 １２０，２６０ ８１，８３０ ６８．０ １，３０８     ０６ 

１５年１２月期 １２１，３９９ ７２，９３１ ６０．１ １，１６４     ３６ 
（注） 期末発行済株式数(連結) １６年６月中間期 ６２，５４８，７５２株 １５年６月中間期 ６２，５５８，７８３株 １５年１２月期 ６２，５５２，７８９株 

 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

１６年６月中間期 ５，５３３ △８，４２５ ４６ ４，２３７ 

１５年６月中間期 ３，１４６ △７，２７６ △５５２ ５，３０３ 

１５年１２月期 １，３３１ △１４，５０１ １０，２６７ ７，０８２ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

       連結子会社数      １０社        持分法適用非連結子会社数    なし    持分法適用関連会社数    ２ 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

       連結 （新規）－ 社     （除外） － 社        持分法 （新規） － 社     （除外） － 社 

２. １６年１２月期の連結業績予想 （平成１６年１月１日～平成１６年１２月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

                   百万円 百万円 百万円 

     通           期 １８７，２００ ７，３６０ ３，５００ 

（参考）① １株当たり予想当期純利益 （通期）５５円９６銭  ②営業利益 （通期）７，６８０百万円 
※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因に 

よって異なる場合があります。なお、業績予想に関連する事項につきましては添付資料８ページをご参照ください。 
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１．企 業 集 団 等 の 状 況 
 

当社グループは、当社、子会社１０社（間接保有子会社１社含む）、関連会社２社、その他の関係会社１社で構成さ

れ、飲料・食品の製造販売を主たる事業とし、さらに喫茶・飲食および不動産等の事業を営んでおります｡ 

  当社グループの事業に係わる各社の位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連ならびに事業の系統図は次

のとおりです。 

また、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

 

    (１)当社グループの事業に係わる各社の位置付け 

《飲料・食品の製造販売事業》 

飲料・食品の販売 

当社、関西ビバレッジサービス株式会社、株式会社ネスコ、株式会社カディアック、三笠コカ・コーラボトリング株

式会社が行っております。 

 

飲料の製造 

当社、近畿コカ・コーラプロダクツ株式会社、三笠コカ・コーラボトリング株式会社、大山ビバレッジ株式会社が

行っております。 

 

飲料の運送事業 

関西ロジスティクス株式会社が行っております。 

 

   《その他の事業》 

不動産事業 

株式会社レックスエステートが行っております。 

 

リース業 

株式会社レックスリースが行っております。 

 

車両整備業 

株式会社セイコーコーポレートジャパンが行っております。 

 

外食・物販事業 

株式会社シーアンドシー、株式会社秋吉システムズが行っております。 
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    (２)事業の系統図 

                         

㈱カディアック 

 一        般        消       費          者 

近畿コカ・コーラボトリング株式会社 

㈱秋吉 

システムズ 

 

飲
食
サ
ー
ビ
ス 

㈱シーアンドシー 

車両整備 

外
食
・
物
販
事
業 

《ビールの製造販売等》 

リース全般 

その他の事業 

㈱レックス 

エステート 

㈱レックス 

リース 

㈱ネスコ 

関西ロジス 

ティクス㈱ 

麒麟麦酒㈱ 

《飲料等   

  販売事業》 

関西ビバレッジ 

サービス㈱ 

得意先 

《飲料等販売事業》 《関西国際空港内の 

  飲料等販売事業》 

 

 

 

《清涼飲料製造》 

《外食・物販事業》 

《やきとりの 

フランチャイズ事業》 

《総合リース業》

《不動産管理》

不
動
産
賃
貸
販
売 

 

大山ビバレッジ㈱ 

《販売機器   

関連事業》 

《運送事業》 

《ミネラルウォーター 

        製品の製造》 

車
両
リ
ー
ス 

 

車
両
整
備 

 

 
三笠コカ・コーラ 

ボトリング㈱ 

 

《 清涼飲料の製造・販売》 

 

 

 

飲料・食品の製造販売事業 

 

 

連結子会社 

持分法適用関連会社 

その他の関係会社 

配
送
委
託 

配
送
委
託 

販
売
機
器
の
保
守 

製
造
委
託 

㈱セイコー 

コーポレート 

ジャパン 

《車両整備》 

 
配送委託 

近畿コカ・コーラ 

   プロダクツ㈱ 

製造委託 
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２． 経   営   方   針 

１．経営の基本方針 

当社グループは「さわやかさ創造企業」を経営理念として掲げ、商品・サービスを通して人々の生活に豊かさを提供す

ることを経営の基本方針として、人々のニーズに対応した商品・サービスの拡充に努めております。さらに、昨今はグロー

バリゼーションの進展を背景として、経営環境は大きく変化しており、新しい企業評価基準に対応するため、従来にも増

して経営基盤を強化し、スピーディで柔軟な経営を目指しております。 

将来にわたり、当社グループが存続・発展していくためには、お客様満足を向上することで企業ブランド価値を創造し

ていく必要があり、人々のニーズに対応した商品・サービスを提供し続けることはもとより、製品の安全性向上・積極的な

情報公開・環境問題への対応等の社会的責任の遂行についても常にお客様満足の視点に立った企業活動を実施して

まいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社は長期的展望に基づく投資を推進し、競争優位の経営基盤を確立して収益力の向上に努め、配当等をとおして

安定的かつ継続的な利益還元を行うことを基本方針としております。 

なお、内部留保につきましては、販売機器の更新、製造設備等の改造・更新などの原資といたしますが、将来的には

収益の向上をとおして配当等で還元できるものと考えております。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、個人投資家の拡大を図ることおよび当社株式の流動性を高めることは重要な課題であると認識しております。

投資単位の引き下げにつきましては、業績、株式市況などを勘案し、引き続き慎重に検討してまいります。 

 

４．目標とする経営指標 

厳しい市場環境ではありますが、２００４年度から２００６年度の中期経営計画の定量目標として、２００６年度に連結経

常利益１００億円を経営目標としております。 

 

５．中長期的な経営戦略 

厳しい市場および経営環境の中、セールスボリュームと利益を増大させるべく、２００１年より５ヵ年中期経営計画「飛翔

２１」に基づいて経営計画を遂行してまいりました。２００３年には環境変化への対応のためにビジョンの見直しと基本戦略

の追加を実施いたしました。また、２００３年１１月に厚生年金基金を解散した結果、退職給付費用が減少し、退職給付会

計基準変更時差異償却額の負担がなくなり、さらに日本コカ･コーラ株式会社と全国コカ･コーラボトリング社により共同設

立されたコカ･コーラナショナルビバレッジ株式会社（CCNBC）が２００３年１０月より本格的に業務を開始したことにより、

経営環境が大きく変化いたしました。 

このような経営環境の変化に対応し、「飛翔２１」をこのたび新たに２００４年から２００６年までの３ヵ年中期経営計画とし

て策定し直しました。お客様満足を追求し、経営構造改革を推進することにより、今後の環境変化に柔軟に対応し、厳し

い環境の中で生き残っていける企業グループを目指してまいります。２００４年から２００６年中期経営計画の基本戦略とし

ては以下のとおり掲げております。 
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◆財務戦略 

・ 増収・増益の堅持 

・ 株主価値向上に向けた財務体質の改善 

・ 重要な経営指標の向上 

お客様満足を向上し、お客様から支持されることで売上増大を図り、経営構造改革を推進することで増益を堅持いた

します。また、バランスシートの圧縮やキャッシュフロー経営を推進してまいります。 

◆お客様から見た企業価値向上戦略 

・ お客様との双方向コミュニケーションシステムの確立 

・ エリアでのダイレクトコミュニケーションの実施 

・ お得意様をパートナーとしてお客様満足を向上する営業スタイルへの刷新 

・ お客様から信頼される品質保証・品質管理体制の確立 

当社販売エリア内で最も支持され、最も身近な飲料会社となるため、グループ全体がそれぞれの役割で業界Ｎｏ．１オ

ペレーションを実現し、お客様満足を向上することで企業ブランド価値を創造してまいります。 

また、工場見学等を通じてのお客様とのダイレクトコミュニケーションの仕組みを強化することや、ホームページにエリ

アに特化した内容や双方向性を加味し、それらを通じて得たお客様からの情報を全ての事業活動に活用してまいりま

す。 

◆収益力強化および企業価値向上に向けた構造改革戦略 

【コカ･コーラシステム内】 

・ 日本コカ･コーラ株式会社とのパートナーシップ強化 

・ CCNBCとの戦略協調によるサプライチェーンマネージメント（SCM）関連のコスト削減 

・ 販売会社への変革を遂げるための、あるべきグループ組織の構築 

・ 情報システム（開発系）の全国一元化 

【当社グループ内】 

・ グループ会社を含めた間接部門の統合・再編 

・ 意思決定および戦略実行の質とスピード向上のためのマネジメント革新 

・ 新しい退職給付制度の制定 

・ 部門活動計画進捗管理システムの運用徹底 

・ グループ内シナジーの最大化 

【社会的貢献戦略】 

・ コンプライアンスの徹底 

・ 環境問題への取り組み強化 

コカ･コーラシステム内においては、既に始まっているSCM構想等、営業関連だけではなく経営全般において日本コ

カ･コーラ株式会社、全国コカ・コーラボトリング社をはじめシステム内でのあらゆる戦略パートナーとの連携強化を図って

まいります。 

当社グループとしては、さらなる経営構造改革を絶えず推進していくことで企業価値創造を図ってまいります。また、社

会的貢献活動を重要戦略と位置付け、社会との調和ある発展を図ってまいります。 
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◆能力基盤強化戦略 

・ グループ会社を含むCDPの実施 

・ お客様満足を追求する企業風土づくり 

・ やりがいと誇りを持った人材の育成 

・ グループ経営の推進に伴う人事諸制度の再設計 

グループ経営の強化に向け、当社グループの全従業員がやりがいと誇りを持ってお客様満足を追求する人材育成と企

業風土を醸成するために、人事システムの一元化による人材活用キャリアマップを整備し、グループ内コミュニケーションの

強化を図ってまいります。 

 

６．対処すべき課題 

今後のわが国の経済情勢は、企業収益の改善や設備投資の増加が見られ、また個人消費にも回復傾向があるものの、

雇用情勢や先行きの不透明感から依然として厳しい環境であり、特に当社が地盤とする関西経済は厳しい状況にありま

す。そのような中、清涼飲料業界におきましては、ここ数年は厳しい経営環境が続くものと予測されます。 

当社グループといたしましては、２００４から２００６年中期経営計画の目標達成に向けて、お客様満足の向上と更なる

構造改革を進める一方、サプライチェーンマネジメントをはじめとするコカ･コーラシステムとしての協働に対応したボトラ

ー事業への注力とグループ各社との戦略協調によって、業績の向上と企業価値の創造に努めてまいります。 

 

７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、健全な企業活動とコンプライアンスを徹底し、経営の透明性と

効率性の向上を通じて、長期的・継続的な増益の達成により「株主価値の向上」に努めることであります。 

その実現のために、当社は取締役会を月１回開催しております。 

また、取締役会および社長の意思決定を補佐する目的で、常勤役員で構成される経営会議を週１回開催し、今日的

課題の早期解決に努めております。 

グループ会社の経営執行に関しましては、グループ各社の事業計画進捗の状況等について経営会議およびグルー

プ戦略会議での報告を四半期毎に実施し、グループ各社との経営課題の共有化に努めております。 

監査役会は常勤２名、非常勤１名で構成され、うち２名は社外監査役であります。 

取締役会や経営会議等の重要な会議への出席、監査計画に基づく各部門の調査、および重要な書類の閲覧等を実

施。グループ監査役会議を開催し、監査体制の充実を図っております。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

Ⅰ.  経営成績   

１．当期の概況 

(1)事業全般の概況 

上半期の清涼飲料業界は、個人消費の回復基調や比較的天候に恵まれたことにより、業界全体の販売数量は増加し

ましたが、企業間競争が熾烈化する中、販売チャネルの変化やパッケージシフトなどもあり、収益を圧迫する市場環境が

続いております。 

当社グループは、こうした状況下、新しいビジョンのもとで、２００４年から２００６年までの「中期経営計画」を策定し、お

客様から見た企業ブランド価値の向上と経営力の強化を目指しました。 

販売面におきましては、お客様満足の向上と販売力の強化を図るべく、当社グループ全社を挙げて、お客様満足の

基盤づくりや地域コミュニティへの協賛など、お客様の視点に立った営業活動を実施するとともに、販売チャネルごとの

戦略に沿った活動を展開しました。また、「コカ・コーラ」「ジョージア」「アクエリアス」「爽健美茶」の最重点４ブランドを再

構築すべく、次世代コカ・コーラ「コカ・コーラC2」の世界先行発売や、アクエリアスの全面リニューアルキャンペーンの実

施など、ブランド力の強化と販売の拡大に努めました。特に、「コカ・コーラC2」は、基幹ブランド「コカ・コーラ」の大型新

製品として、大々的な広告キャンペーンや、コカ・コーラシステム史上最大規模のサンプリングなどを実施しました。 

製品の需給面におきましては、ボトラーの枠を越えた最適需給を目指し、コカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社を

中心に、システム内サプライチェーンマネジメントを推進しました。また、その一環として、５月に、当社明石工場隣接地に

新明石営業所の新築工事を着工したほか、明石物流センターの建設準備を進めました。 

経営管理面におきましては、４月に、グループ各社への出向者１３１名のグループ会社への転籍を実施し、当社およ

びグループ会社の経営基盤の強化を図りました。また、お客様とのダイレクトコミュニケーション強化のため、京都工場に

おける工場見学の再開とコカ・コーラ文化情報発信拠点の開設に向け、準備を進めました。 

これらの結果、当上半期は、販売数量は前年を上回り、売上高は９０８億８千６百万円（前年同期比５．７％増）となりま

した。経常利益は厚生年金基金の解散効果も加えて、２９億３百万円（前年同期比７４．４％増）となりました。また、特別

損失として、転籍などによる特別退職金１３億９百万円を計上した結果、中間純利益は９億５千８百万円（前年同期は４億

２千９百万円の中間純損失）となりました。 
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（2）事業別の業績概況 

《飲料・食品の製造販売事業》 

飲料・食品事業においては、企業間競争の熾烈化など収益を圧迫する厳しい市場環境の中、新製品の発売、ブラ

ンド毎のキャンペーンや消費者プロモーションを展開し、ブランド力の強化と販売の拡大を図りました。 

これらの結果、売上高は８６３億１千６百万円（前年同期比５．８％増）となりました。 

《その他の事業》 

その他の事業においては、外食事業をはじめ好調に推移しました。 

これらの結果、売上高は４５億６千９百万円（前年同期比２．４％増）となりました。 

２．通期の見通し 

下半期につきましては、個人消費の持続的な回復や猛暑効果などにより、販売数量の増加が見込まれますが、収

益面においては、企業間競争の激化や販売チャネルの変化などにより、引き続き厳しい経営環境が続くものと予測さ

れます。 

当社グループにおきましては、「中期経営計画」の達成に向けて、お客様満足基盤づくりを推進する一方、お客様

から見た企業ブランド価値の向上と経営力の強化に努めてまいります。 

通期の連結業績の見通しにつきましては、売上高１，８７２億円（前年同期比２．４％増）、営業利益７６億８千万円

（前年同期比２８．３％増）、経常利益７３億６千万円（前年同期比３８．３％増）、当期純利益３５億円を見込んでおりま

す。 
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Ⅱ.  財政状態   

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の収入が５５億

３千３百万円、投資活動による資金の支出が８４億２千５百万円、財務活動による資金の収入が４千６百万円となり、前

連結会計年度末に比べ２８億４千４百万円減少し、４２億３千７百万円となりました。 

当中間連結会計期間における活動ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

《営業活動によるキャッシュ・フロー》 

営業活動による資金の収入は、減価償却費が６１億８千５百万円、長期前払費用償却費が１２億５千２百万円あった

ものの、売上債権の増加額が１４億４百万円あったことなどにより５５億３千３百万円（前年同期比２３億８千７百万円増）

となりました。 

《投資活動によるキャッシュ・フロー》 

投資活動による資金の支出は、販売機器等有形固定資産の取得による支出が７１億８千万円あったことなどにより、

８４億２千５百万円（前年同期比１１億４千８百万円増）となりました。 

《財務活動によるキャッシュ・フロー》 

財務活動による資金の収入は、借入金による収入や配当金の支払等により、４千６百万円（前年同期比５億９千９百

万円増）となりました。 

 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。 

 １５年６月中間期 １６年６月中間期 １５年１２月期 

株主資本比率（％） ６８．０ ６０．５ ６０．１ 

時価ベースの株主資本比率（％） ３５．０ ５２．６ ４０．１ 

債務償還年数（年） － － １８．６ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ３９．１ ４５．９ ８．９ 

（注） １．株主資本比率：株主資本／総資産 

２．時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

３．債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません。） 

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しています。

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてい

ます。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。 
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４．中 間 連 結 財 務 諸 表 等 
（１）中間連結財務諸表 

      ①中間連結貸借対照表 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

  要約連結貸借対照表 

平成１５年６月３０日現在 平成１６年６月３０日現在 平成１５年１２月３１日現在 
区  分 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産 

１ 現金及び預金 ５，３５３ ４，２７７ ７，１２２

２ 受取手形及び売掛金 １２，１９０ １３，４５０ １２，０４７

３ たな卸資産 ９，９２６ ８，９０３ ８，１８０

４ 繰延税金資産 ６９０ ２，５５６ ２，８８９

５ その他 ６，０１２ ５，０９８ ４，６８２

  貸倒引当金 △１１０ △１０３ △１０２

流動資産合計 ３４，０６２ ２８．３ ３４，１８４ ２８．２ ３４，８１９ ２８．７

Ⅱ 固定資産 

１ 有形固定資産 

(１)建物及び構築物 ３０，７１７ ３１，１３３ ３１，０８１

  減価償却累計額 １５，４２６ １５，２９１ １６，５６６ １４，５６７ １６，００８ １５，０７３

(２)機械装置及び運搬具 ３４，５０８ ３５，２０９ ３４，５３２

  減価償却累計額 ２３，５９５ １０，９１２ ２５，３６７ ９，８４２ ２４，４６６ １０，０６６

(３)販売機器 ６２，５４１ ６２，１７６ ６２，０２２

  減価償却累計額 ４７，９７８ １４，５６２ ４７，２０６ １４，９６９ ４８，５８５ １３，４３６

(４)土地 ２０，２１４ ２０，１８９ ２０，１８９

(５)建設仮勘定 － ３８ ４４４

(６)リース資産 １０，５４６ １０，８０５ １０，１９７

  減価償却累計額 ６，９１８ ３，６２８ ６，８８６ ３，９１８ ６，５９５ ３，６０１

(７)その他 ６，６２２ ７，０８４ ６，８６３

  減価償却累計額 ４，８６４ １，７５８ ５，２４４ １，８３９ ５，０５０ １，８１３

有形固定資産合計 ６６，３６８ ５５．２ ６５，３６５ ５３．８ ６４，６２５ ５３．２

２ 無形固定資産 

(１)ソフトウェア １，９２１ ２，５１１ ２，２３７

(２)連結調整勘定 １，８８１ １９８ ２１２

(３)その他 １，３３１ ６３３ ９３５

無形固定資産合計 ５，１３４ ４．３ ３，３４４ ２．８ ３，３８５ ２．８

３ 投資その他の資産 

(１)投資有価証券 ５，９９１ ７，０４６ ６，７４４

(２)繰延税金資産 ２，６６０ ６，３７１ ６，２７６

(３)その他 ６，６３４ ５，５９６ ６，１１６

  貸倒引当金 △５９０ △５１８ △５６８

投資その他の資産合計 １４，６９６ １２．２ １８，４９５ １５．２ １８，５６８ １５．３

固定資産合計 ８６，１９８ ７１．７ ８７，２０５ ７１．８ ８６，５７９ ７１．３

資産合計 １２０，２６０ １００．０ １２１，３９０ １００．０ １２１，３９９ １００．０
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（単位：百万円） 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

  要約連結貸借対照表 

平成１５年６月３０日現在 平成１６年６月３０日現在 平成１５年１２月３１日現在 
区  分 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負債の部） ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債  

１ 支払手形及び買掛金 ８，５２６ ７，７１０ ８，４９５ 

２ 短期借入金 １，８０６ １２，３９２ １０，１７５ 

３ 一年以内に償還の 
転換社債 ８，１６７ － － 

４ 未払金 ３，０６６ ４，０２０ ４，０３６ 

５ 未払法人税等 ２５９ ２５０ ３０３ 

６ その他 ５，０１８ ４，８４９ ４，８２４ 

流動負債合計 ２６，８４４ ２２．３ ２９，２２３ ２４．１ ２７，８３６ ２２．９

Ⅱ 固定負債  

１ 長期借入金 ３，３４７ １２，９３２ １４，５３６ 

２ 退職給付引当金 ６，３２５ １，１２３ ７２３ 

３ 役員退職慰労引当金 ２３２ ２０４ ２８７ 

４ 繰延税金負債 ４３２ ４６８ ４６７ 

５ その他 １，１８９ ３，９５７ ４，５５３ 

固定負債合計 １１，５２７ ９．６ １８，６８７ １５．４ ２０，５６７ １７．０

負債合計 ３８，３７１ ３１．９ ４７，９１１ ３９．５ ４８，４０３ ３９．９

（少数株主持分）  

  少数株主持分 ５８ ０．１ ７３ ０．０ ６４ ０．０

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 １０，９４８ ９．１ １０，９４８ ９．０ １０，９４８ ９．０

Ⅱ 資本剰余金 １０，０４０ ８．３ １０，０４０ ８．３ １０，０４０ ８．３

Ⅲ 利益剰余金 ６０，８６０ ５０．６ ５２，０９１ ４２．９ ５１，７９２ ４２．７

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 ７ ０．０ ３６０ ０．３ １７９ ０．１

Ⅴ 自己株式 △２５ △０．０ △３３ △０．０ △２９ △０．０

資本合計 ８１，８３０ ６８．０ ７３，４０６ ６０．５ ７２，９３１ ６０．１

負債、少数株主持分  

及び資本合計 １２０，２６０ １００．０ １２１，３９０ １００．０ １２１，３９９ １００．０
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      ②中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  要約連結損益計算書 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

区  分 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

  ％ ％ ％

Ⅰ 売上高 ８６，０２１ １００．０ ９０，８８６ １００．０ １８２，８６２ １００．０

Ⅱ 売上原価 ４５，９２９ ５３．４ ４９，０９４ ５４．０ ９８，８５１ ５４．１

   売上総利益 ４０，０９１ ４６．６ ４１，７９１ ４６．０ ８４，０１０ ４５．９

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費    ※１ ３８，３７５ ４４．６ ３８，７３０ ４２．６ ７８，０２４ ４２．６

   営業利益 １，７１６ ２．０ ３，０６０ ３．４ ５，９８６ ３．３

Ⅳ 営業外収益 

１ 受取利息 １０ ２５ １９

２ 受取配当金 １１ １３ ２０

３ 不動産賃貸収入 ５９ ６６ １１５

４ 持分法による投資利益 － ３１ －

５ その他 ７９ １６０ ０．２ ６６ ２０４ ０．２ ２１７ ３７３ ０．２

Ⅴ 営業外費用 

１ 支払利息 ７２ １１８ １４９

２ 不動産賃貸料原価 ２９ ４７ ８１

３ 貯蔵品他廃棄損 ５７ １３９ １２５

４ 持分法による投資損失 ７ － ５５３

５ その他 ４４ ２１２ ０．３ ５５ ３６０ ０．４ １２６ １，０３６ ０．６

   経常利益 １，６６４ １．９ ２，９０３ ３．２ ５，３２３ ２．９

Ⅵ 特別利益 

１ 固定資産売却益  ※２ ２９３ ０ ２９３

２ その他 １２ ３０５ ０．４ １４ １４ ０．０ ２ ２９５ ０．２

Ⅶ 特別損失 

１ 固定資産売却 
及び除却損     ※３ ４６７ ２８７ ６９９

２ 特別退職金      ※４ ８７１ １，３０９ ８７５

３ 退職給付会計基準変 

更時差異償却額 １，３３９ － ２，２３１

４ 厚生年金基金解散損 － － １４，６６７

５ ゴルフ会員権評価損 ４７ － １８２

               ※５  

６ 投資有価証券評価損 ４７ ４ ６０

７ 連結調整勘定 

一括償却額 － － １，６５５

８ その他 － ２，７７３ ３．２ － １，６０１ １．８ ２０７ ２０，５７９ １１．３

税金等調整前中間純利益

又は中間（当期）純損失

（△） △８０２ △０．９ １，３１６ １．４ △１４，９６１ △８．２

法人税、住民税 

及び事業税 ２４９ ２４６ ４６９

法人税等調整額 △６２７ △３７８ △０．４ １０１ ３４８ ０．４ △６，５１０ △６，０４１ △３．３

少数株主利益 △４ ０．０ △１０ ０．０ △１４ ０．０

中間純利益又は中間（当

期）純損失(△)  △４２９ △０．５ ９５８ １．０ △８，９３４ △４．９
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      ③中間連結剰余金計算書 
                                                                                          （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 
区  分 

金額 金額 金額 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     

 １ 資本準備金期首残高 １０，０４０ １０，０４０  １０，０４０ １０，０４０ １０，０４０

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高   １０，０４０  １０，０４０ １０，０４０

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    

 １ 連結剰余金期首残高 ６１，９５４ ６１，９５４  ５１，７９２ ６１，９５４ ６１，９５４

Ⅱ  利益剰余金増加高    

 １ 中間純利益 － － ９５８ ９５８ － －
Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 中間（当期）純損失 ４２９ － ８，９３４ 

 ２ 配当金 ５６３ ５６２ １，１２６ 

 ３ 役員賞与 １０１ １，０９３ ９６ ６５９ １０１ １０，１６１

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   ６０，８６０  ５２，０９１  ５１，７９２
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      ④中間連結キャッシュ・フロー計算書 

                                                                 （単位：百万円） 
前 中 間 連 結 会 計 期 間 当 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度 

  要約連結キャッシュ・フロー計算書 

自  平成１５年１月 １日 自   平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至  平成１５年６月３０日 至  平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

区  分 

金   額 金   額 金   額 

Ⅰ．営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ    

１ 税金等調整前中間純利益又は中間（当期）純損失(△) △８０２ １，３１６ △１４，９６１ 

２ 減価償却費 ６，２４５ ６，１８５ １３，０７７ 

３ 長期前払費用償却費 １，２２４ １，２５２ ２，４８０ 

４ 連結調整勘定償却額 １２６ １３ １，７９５ 

５ 退職給付引当金の増減額 ９３０ ４００ △４，６７０ 

６ 役員退職慰労引当金の減少額    △１０１ △８３ △４６ 

７ 貸倒引当金の増加額 ２５ ９ １４ 

８ 受取利息及び受取配当金 △２１ △３９ △４０ 

９ 支払利息 ７２ １１８ １４９ 

１０ 持分法による投資利益又は投資損失 ７ △３１ ５５３ 

１１ 投資有価証券売却益 － △５ △２ 

１２ 投資有価証券評価損 ４７ ４ ６０ 

１３ 固定資産売却益 △２９３ △０ △２９３ 

１４ 固定資産売却及び除却損 ４６７ ２８７ ６９９ 

１５ 特別退職金 ８７１ １，３０９ ８７５ 

１６ 厚生年金基金解散に伴う拠出額 － － １５，７７２ 

１７  売上債権の増加額 △１，０７４ △１，４０４ △９３０ 

１８ たな卸資産の増加額 △２，０６８ △７２２ △３２２ 

１９ 仕入債務の増減額 ７５８ △７７８ ７４６ 

２０ 未払消費税等の増減額 △１１８ △２３４ １２２ 

２１ 役員賞与支払額 △１０２ △９７ △１０２ 

２２ その他 △１，７０３ △３０２ ３，７０９ 

             小      計 ４，４９１ ７，１９６ １８，６８７ 

２３ 利息及び配当金の受取額 ４６ ６６ ５６ 

２４ 利息の支払額 △８０ △１２０ △１４９ 

２５ 特別退職金の支払額 △８７１ △１，３０９ △８７５ 

２６ 厚生年金基金解散に伴う拠出額 － － △１５，７７２ 

２７ 法人税等の支払額 △４４０ △２９９ △６１６ 

営業活動によるｷｬ ｯ ｼ ｭ・ﾌ ﾛｰ ３，１４６ ５，５３３ １，３３１ 

Ⅱ．投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ    

１ 定期預金の預入による支出 △１０ △１０ △４０ 

２ 定期預金の払戻による収入 ３１０ １０ ３５０ 

３ 有形固定資産の取得による支出 △６，１１０ △７，１８０ △１０，９９２ 

４ 有形固定資産の売却による収入 ６１３ ０ ６６１ 

５ 無形固定資産の取得による支出 △７３６ △５２０ △１，１７６ 

６ 長期前払費用の取得による支出 △１，３５６ △９８９ △２，９３４ 

７ 投資有価証券の取得による支出 △９ △４ △１，０６９ 

８ 投資有価証券の売却による収入 － １９ １０ 

９ 貸付けによる支出 △７１ △７６ △２９９ 

１０ 貸付金の回収による収入 １０８ １２７ １５７ 

１１ その他 △１４ １９８ ８３０ 

投資活動によるｷｬ ｯ ｼ ｭ・ﾌ ﾛｰ △７，２７６ △８，４２５ △１４，５０１ 

Ⅲ．財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ    

 １ 短期借入れによる収入 １，０００ － １７，０００ 

 ２ 短期借入金の返済による支出 △１，２７３ － △１２，２７３ 

３ 短期借入金の増減額 － ２，６２０ － 

 ４ 長期借入れによる収入 １，５３０ ８５０ １６，９３０ 

 ５ 長期借入金の返済による支出 △１，２４３ △２，８５６ △２，０８６ 

 ６ 転換社債の償還による支出 － － △８，１６７ 

 ７ 自己株式の取得による支出 △１ △３ △５ 

 ８ 配当金の支払額 △５６３ △５６２ △１，１２６ 

 ９ 少数株主への配当金の支払額 △０ － △４ 

財務活動によるｷｬ ｯ ｼ ｭ・ﾌ ﾛｰ △５５２ ４６ １０，２６７ 

Ⅳ ． 現金及び現金同等物の減少額 △４，６８３ △２，８４４ △２，９０３ 

Ⅴ ．現金及び現金同等物の期首残高  ９，９８６ ７，０８２ ９，９８６ 

Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ５，３０３ ４，２３７ ７，０８２ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 項目 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

１ 連結子会社の数 １０社 同左 同左 

  

連結の範囲に関する事項 

   

原則として､全ての子会社を連結の

範囲に含めております｡ 

連結子会社名 
㈱シーアンドシー、㈱レックスエステ

ート、㈱カディアック、㈱レックスリー
ス、㈱秋吉システムズ、㈱セイコーコ

ーポレートジャパン、近畿コカ・コー

ラプロダクツ㈱、㈱ネスコ、関西ビバ
レッジサービス㈱、関西ロジスティク

ス㈱ 

  

２ 持分法の適用に関する事項 持分法適用関連会社 ２社 同左 

   

   

三笠コカ・コーラボトリング㈱、大山ビ
バレッジ㈱ 

同左 

 

３ 同左 

  

連結子会社の（中間）決算日等
に関する事項 

連結子会社の中間決算日と中間連
結決算日は一致しております｡   

連結子会社の事業年度末日と連結
決算日は一致しております。 

４ １ １ １ 

  

会計処理基準に関する事項 

  

重要な資産の評価基準及び
評価方法   

重要な資産の評価基準及
び評価方法   

重要な資産の評価基準及
び評価方法 

   （１） 有価証券 （１） 有価証券 （１） 有価証券 

   ①満期保有目的の債券 ①満期保有目的の債券 ①満期保有目的の債券 

  償却原価法  同左  同左 

   ②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券 

   時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

    同左  

      

      

      

     

  

中間決算日の市場価格等
に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により
処理し､売却原価は移動

平均法により算定しており

ます｡)    

連結決算日の市場価格
等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価

は移動平均法により算定

しております。） 

   時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  （２） ― （２） デリバティブ （２） デリバティブ 

     時価法  同左 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 項目 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

  （３） たな卸資産 （３） たな卸資産 （３） たな卸資産 

  商品・製品   同左   同左 

   総平均法による原価法         

  原材料・貯蔵品         

          

  

 主として月別移動平均法

による原価法         

  ２ ２ ２ 

    

重要な減価償却資産の減価
償却の方法   

重要な減価償却資産の減
価償却の方法   

重要な減価償却資産の減
価償却の方法 

  ①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

      同左   同左 

            

            

            

    

定率法によっております。但

し、建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採
用し、リース資産はリース期

間定額法によっております。 
なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており
ます。 

        

  ②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

    定額法によっております。   同左   同左 

            

            

            

            

            

            

    

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方
法と同一の基準によっており

ます。但し、自社利用のソフ
トウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しており
ます。 

        

  ③長期前払費用 ③長期前払費用 ③長期前払費用 

      同左   同左 

    

主として期間対応償却によ

っております。         

  ３ 重要な引当金の計上基準 ３ 重要な引当金の計上基準 ３ 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

      同左   同左 

            

            

            

            

            

    

売掛金等債権の貸倒れによ
る損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しておりま

す。 
        

  ②退職給付引当金 ②退職給付引当金 ②退職給付引当金 

        

        

        

        

        

    

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認められ

る額を計上しております。 
  

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末
における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発
生していると認められる額を

計上しております。 
  

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末
における退職給付債務の

見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生して
いると認められる額を計上し

ております。 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 項目 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

        

        

    

なお、会計基準変更時差異

については、５年による按分
額を費用処理しております。 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年
数（１５年）による定額法により

それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しておりま
す。 

  

数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の発
生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数（１５年）による定
額法によりそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用
処理しております。 

  

なお、会計基準変更時差

異については、５年による
按分額を費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異につい
ては、各連結会計年度の発

生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一

定の年数（１５年）による定

額法によりそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用

処理しております。 

            (追加情報) 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

当社は、平成１５年１１月２７
日に厚生労働省より「近畿

コカ・コーラボトリング厚生

年金基金」の解散の認可を
受け、同日をもって解散い

たしました。厚生年金基金
の解散の結果、厚生年金

基金解散損１４，６６７百万

円を特別損失に計上してお
ります。 

   ③役員退職慰労引当金 ③役員退職慰労引当金 ③役員退職慰労引当金 

       同左   

           

           

     

役員の退職により支給する

退職慰労金支給に備えるた

め、内規に基づく中間期末
要支給見込額を計上してお

ります。 
      

役員の退職により支給する

退職慰労金支給に備える

ため、内規に基づく期末要
支給見込額を計上しており

ます。 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 項目 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

   ４ ４ ４ 

   

重要なリース取引の処理方

法  

重要なリース取引の処理方

法  

重要なリース取引の処理方

法 

       同左   同左 

             

             

             

             

     

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。         

   ５ ― ５ 重要なヘッジ会計の方法 ５ 重要なヘッジ会計の方法 

     （１） ヘッジ会計の方法 （１） ヘッジ会計の方法 

     金利スワップについては、

特例処理の要件を満たして
おりますので、特例処理を

採用しております。 

同左 

     （２） ヘッジ手段とヘッジ対象 （２） ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ①ヘッジ手段  ①ヘッジ手段 

        金利スワップ   同左 

     ②ヘッジ対象  ②ヘッジ対象 

        借入金の利息   同左 

     （３） ヘッジ方針 （３） ヘッジ方針 

     当社グループは、借入金の

金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ取引を

行っており、ヘッジ対象の
識別は個別契約毎に行っ

ております。 

同左 

     （４） ヘッジ有効性評価の方法 （４） ヘッジ有効性評価の方法 

     金利スワップの特例処理の

要件を満たしているので中
間決算日における有効性

の評価を省略しておりま

す。 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしているので決
算日における有効性の評

価を省略しております。 

   ６ 

 

その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

６ 

 

その他中間連結財務諸表

作成のための重要な事項 

６ 

 

その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   消費税等の会計処理  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。  同左 同左 

５ 同左 

      

      

      

      

  

中間連結キャッシュ・フロー
計算書（連結キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金
の範囲 

    

       

   

中間連結キャッシュ・フロー計算書に
おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、要求払預金及び取
得日から３ヶ月以内に満期日の到来

する定期性預金及び満期日又は償

還日等の定めのない容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的
な投資であります。 

    

連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、要求払預金及び取
得日から３ヶ月以内に満期日の到

来する定期性預金及び満期日又は

償還日等の定めのない容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短期
的な投資であります。 
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会計処理の変更 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

― ― （連結貸借対照表及び連結剰余金計算書） 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会
計年度における連結貸借対照表の資本の部

及び連結剰余金計算書については、改正後

の連結財務諸表規則により作成しておりま
す。 

― ― 

 

   

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等）  
当連結会計年度から「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。なお、同会計基準及
び適用指針の適用に伴う影響については（１

株当たり情報）注記事項に記載のとおりであり

ます。 

 
表示方法の変更 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 

― （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において「短期借入による収入」及び「短期借入

金の返済による支出」を区分掲記しておりましたが、短期借入金につ
いては、期間が短く、かつ、回転が速い項目であるため、当中間連結

期間より「短期借入金の増減額」として純額表示しております。なお、
当中間連結会計期間の「短期借入による収入」は５１，１２０百万円、

「短期借入金の返済による支出」は４８，５００百万円であります。 

 
追加情報  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 項目 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

中間連結貸借対照表及び中間連

結剰余金計算書 

 
 

 
 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の資本の部及び
中間連結剰余金計算書について

は、改正後の中間連結財務諸表規
則により作成しております。 

― 

 

 
 

 
 

― 

 

 
 

 
 

税効果会計 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

地方税法等の一部を改正する法律
（平成１５年法律第９号）が平成１５年

３月３１日に公布されたことに伴い、
当中間連結会計期間の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算（但し、

平成１７年１月１日以降解消が見込
まれるものに限る。）に使用した法定

実効税率は、改正後の税率を使用し
ております。 

その結果、繰延税金資産の金額が４

３百万円、繰延税金負債の金額が７
百万円減少し、当中間連結会計期

間に計上された法人税等調整額が３
５百万円、その他有価証券評価差額

金が０百万円、それぞれ増加してお

ります。 

― 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

地方税法等の一部を改正する法律
（平成１５年法律第９号）が平成１５

年３月３１日に公布されたことに伴
い、当連結会計年度の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算（但

し、平成１７年１月１日以降解消が
見込まれるものに限る。）に使用した

法定実効税率は、改正後の税率を
使用しております。 

その結果、繰延税金資産の金額が

２０１百万円、繰延税金負債の金額
が１５百万円減少し、当連結会計年

度に計上された法人税等調整額が
１８９百万円、その他有価証券評価

差額金が３百万円、それぞれ増加

しております。 
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注記事項  

（中間連結貸借対照表関係） 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

平成１５年６月３０日現在 平成１６年６月３０日現在 平成１５年１２月３１日現在 

保証債務 保証債務 保証債務 

親会社従業員の金融機関からの住宅資金借

入金に対する保証３６百万円を行っておりま
す。 

親会社従業員の金融機関からの住宅資金借入

金に対する保証２７百万円を行っております。 

親会社従業員の金融機関からの住宅資金借入

金に対する保証３１百万円を行っております。 

また、子会社㈱セイコーコーポレートジャパンの
関係先(個人)の金融機関からの借入金に対す

る連帯保証２６８百万円を行っております。 

なお、当該連帯保証は複数の保証人の総額で
表示しております。 

また、子会社㈱セイコーコーポレートジャパンの
関係先(個人)の金融機関からの借入金に対す

る連帯保証２６７百万円を行っております。 

なお、当該連帯保証は複数の保証人の総額で
表示しております。 

また、子会社㈱セイコーコーポレートジャパンの
関係先(個人)の金融機関からの借入金に対する

連帯保証２６７百万円を行っております。 

なお、当該連帯保証は複数の保証人の総額で
表示しております。 

 
 
（中間連結損益計算書関係） 

 （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

※１ ※１ ※１ 

  

販売費及び一般管理費の主要な品目と
金額は次のとおりであります。   

販売費及び一般管理費の主要な品目と金
額は次のとおりであります。   

販売費及び一般管理費の主要な品目と金
額は次のとおりであります。 

  従業員給与 ７，２３５  従業員給与 ７，２４５  従業員給与 １４，５３３

  退職給付費用 １，３４９  退職給付費用 ４６５  退職給付費用 ２，４０１

      

  

役員退職慰労引当金 
繰入額 ４４  

役員退職慰労引当金 
繰入額 ５１  

役員退職慰労引当金 
繰入額 １０６

  販売手数料 ８，４９５  販売手数料 ９，２１５  販売手数料 １７，６３９

  貸倒引当金繰入額 １２  貸倒引当金繰入額 １４  貸倒引当金繰入額 １２

  減価償却費 ４，５３０  減価償却費 ４，５３６  減価償却費 ９，６００

※２ ※２ ※２ 

  

固定資産売却益は、親会社の深江寮土
地の売却益であります。   

― 

  

固定資産売却益は、親会社の深江寮土地
の売却益であります。 

※３ 内訳は次のとおりであります。 ※３ 内訳は次のとおりであります。 ※３ 内訳は次のとおりであります。 

  固定資産売却及び除却損   固定資産売却及び除却損   固定資産売却及び除却損 

    建物及び     建物及び     建物及び 

    構築物 ３４    構築物 １    構築物 ５８

    機械装置及び     機械装置及び     機械装置及び 

    運搬具 １７    運搬具 ７    運搬具 ３６

    販売機器 ３８１    販売機器 ２４５    販売機器 ５４２

    その他有形     その他有形     その他有形 

    固定資産 ２    固定資産 １２    固定資産 １５

    建物等解体費 ３１    建物等解体費 ２０    建物等解体費 ４５

    計 ４６７    計 ２８７    計 ６９９

※４ 特別退職金は連結子会社への転籍一時

金であります。 

※４ 特別退職金は連結子会社への転籍一時

金等であります。 

※４ 同左 

※５ ※５ ※５ 

  

貸倒引当金繰入額４０百万円を含んでお

ります。   

― 

  

貸倒引当金繰入額１２５百万円を含んでお

ります。 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（単位：百万円） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係 

（平成１５年６月３０日現在）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と
の関係 

（平成１６年６月３０日現在）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 
（平成１５年１２月３１日現在）

現金及び預金勘定 ５，３５３ 現金及び預金勘定 ４，２７７ 現金及び預金勘定 ７，１２２

  計 ５，３５３  計 ４，２７７  計 ７，１２２

      

  

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 △ ５０  

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 △４０  

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 △ ４０

  現金及び現金同等物 ５，３０３  現金及び現金同等物 ４，２３７  現金及び現金同等物 ７，０８２
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（リース取引関係） 

（単位：百万円） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

１ １ １ 

  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

  

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引 

（１）借手側     （１）借手側     （１）借手側     

① ① ①

  

リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

  

リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

  

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

   

工具器具

及び備品 

機械装置 

及び運搬具 
合計 

  

機械装置 

及び運搬具 
合計 

  

工具器具

及び備品 

機械装置 

及び運搬具 
合計 

取得価額相当額 １３ ３０ ４４取得価額相当額 ３０   ３０取得価額相当額 １３ ３０ ４４

減価償却累計額 

相当額 
１２ １８ ３０

減価償却累計額 

相当額 
２２   ２２

減価償却累計額 

相当額 
１３ ２０ ３４

中間期末残高 

相当額 
１ １２ １３

中間期末残高 

相当額 
７   ７期末残高相当額 ０ ９ ９

  (注) (注) 同左   (注)

             

             

             

             

   

取得価額相当額は、連結

会社の未経過リース料中間
期末残高が、連結会社の有

形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により

算定しています。 
          

取得価額相当額は、連結会

社の未経過リース料期末残
高が、連結会社の有形固定

資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子
込み法により算定していま

す。 

② ② ②未経過リース料期末残高相当額 

  

未経過リース料中間期末残高相当額

  

未経過リース料中間期末残高相当額 

    

   １年以内  ５   １年以内  ４   １年以内  ４

   １年超   ７   １年超   ３   １年超   ５

   合計   １３   合計   ７   合計   ９

(注) (注) 同左   (注)

             

             

             

             

             

   

未経過リース料中間期末残

高相当額は、連結会社の
未経過リース料中間期末残

高が、連結会社の有形固定

資産の中間期末残高等に
占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し
ています。 

          

未経過リース料期末残高相

当額は、連結会社の未経過
リース料期末残高が、連結会

社の有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算

定しています。 

③支払リース料、減価償却費相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額 

   支払リース料 ３   支払リース料 ２   支払リース料 ７

   減価償却費相当額 ３   減価償却費相当額 ２   減価償却費相当額 ７

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

     同左      同左   

  

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。               
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（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

（２）貸手側     （２）貸手側     （２）貸手側     

① ① ①

      

  

固定資産に含まれているリース物件
の取得価額、減価償却累計額及び

中間期末残高   

固定資産に含まれているリース物件の
取得価額、減価償却累計額及び中間

期末残高   

固定資産に含まれているリース物件の
取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

  
工具器具

及び備品

機械装置 

及び運搬具
その他 合計 

  
工具器具

及び備品 

機械装置 

及び運搬具 
その他 合計 

  
工具器具

及び備品

機械装置 

及び運搬具
その他 合計 

取得価額 ７８５ ３６１ ５８８ １，７３５取得価額 ５７６ ３２５ １８６ １，０８９取得価額 ６２３ ３３２ ２８１ １，２３８

減価償却

累計額 
７４４ ３１３ ５３７ １，５９５

減価償却

累計額 
５５１ ２９４ １７５ １，０２０

減価償却

累計額 
５９９ ２９４ ２６２ １，１５６

中間期末
残高 

４０ ４８ ５０ １３９
中間期末
残高 

２５ ３１ １１ ６８期末残高 ２４ ３８ １９ ８１

② ② ②

  

未経過リース料中間期末残高相当額

  

未経過リース料中間期末残高相当額 

  

未経過リース料期末残高相当額 

   １年以内  １１７   １年以内  ６３   １年以内  ７２

   １年超   １０９   １年超   ８２   １年超   ８４

   合計   ２２６   合計   １４５   合計   １５７

(注)   (注) 同左     (注)

             

             

             

             
             

             

   

未経過リース料中間期末残
高相当額は、連結会社の

未経過リース料及び見積残
存価額の合計額の中間期

末残高が、連結会社の営業

債権の中間期末残高等に
占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定し
ています。           

未経過リース料期末残高相
当額は、連結会社の未経過リ

ース料及び見積残存価額の
合計額の期末残高が、連結

会社の営業債権の期末残高

等に占める割合が低いため、
受取利子込み法により算定し

ています。 

③受取リース料、減価償却費 ③受取リース料、減価償却費 ③受取リース料、減価償却費 

   受取リース料 １１２   受取リース料 ４１   受取リース料 １８４

   減価償却費 ９２   減価償却費 １８   減価償却費 １５１

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

   貸手側       貸手側       貸手側    

   未経過リース料      未経過リース料      未経過リース料   

   １年以内 １，７４４   １年以内 １，８３３   １年以内 １，７５６ 

  １年超 ２，６７０  １年超 ２，９９５  １年超 ２，７１１ 

   合計   ４，４１５   合計  ４，８２８   合計   ４，４６８
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（有価証券関係） 

 
前中間連結会計期間  (平成１５年６月３０日現在) 

 

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 
 

２． その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

種  類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

①株式 １，５４３ １，５５１ ７ 
②債券 － － － 
③その他 － － － 

計 １，５４３ １，５５１ ７ 
 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
(単位：百万円) 

種  類 中間連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券  

普通社債 ５ 

計 ５ 

(2)その他有価証券  
非上場株式(店頭売買株式を除く) ２３９ 

計 ２３９ 
 

 

当中間連結会計期間  (平成１６年６月３０日現在) 
 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 
 

２．その他有価証券で時価のあるもの 
 (単位：百万円) 

種  類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

①株式 １，５３２ ２，１０６ ５７３ 
②債券 － － － 

③その他 － － － 

計 １，５３２ ２，１０６ ５７３ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
 (単位：百万円) 

種  類 中間連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券  

普通社債 ５ 

計 ５ 

(2)その他有価証券  
非上場株式(店頭売買株式を除く) １，２６０ 

計 １，２６０ 
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前連結会計年度  (平成１５年１２月３１日現在) 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

(1)株式 ４０２ ８６１ ４５８ 
(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

計 ４０２ ８６１ ４５８ 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

   

(1)株式 １，１３３ ９６０ △１７３ 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

計 １，１３３ ９６０ △１７３ 

合  計 １，５３６ １，８２１ ２８５ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
 (単位：百万円) 

内  容 連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券  
普通社債 ５ 

計 ５ 

(2)その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) １，２７１ 

計 １，２７１ 
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（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利
用しておりませんので該当事項はありませ

ん。 

１．取引の状況に関する事項 
（１）取引の内容及び利用目的 

当社グループは、変動金利による長期借

入金の資金調達を固定金利の資金調達に
換えるため、金利スワップ取引を行っており

ます。 
   ①ヘッジ手段とヘッジ対象 

   （ヘッジ手段） 金利スワップ 

   （ヘッジ対象） 借入金の利息 
   ②ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目
的で金利スワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行

っております。 
   ③ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満
たしているので中間決算日における有

効性の評価を省略しております。 

（２）取引に対する取組方針 
金利関連のデリバティブ取引については、

変動金利リスクを一定の範囲に限定する目
的で行っているのみであり、投機目的のデリ

バティブ取引は行わない方針であります。 

（３）取引に係るリスクの内容 
金利スワップ取引には、市場金利の変動に

よるリスクを有しております。なお、デリバティ
ブ取引の契約先はいずれも信用度の高い

銀行であるため、相手方の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判
断しております。 

（４）取引に係るリスク管理体制 
デリバティブ取引の実行及び管理は、経営

会議にて承認された｢金利・為替等市場リス

ク管理規定およびリスク管理方針｣等に従っ
ております。 

２．取引の時価等に関する事項 
該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っております

が、ヘッジ会計を適用しておりますので注記
の対象から除いております。 

１．取引の状況に関する事項 
（１）取引の内容及び利用目的 

 

同左 
 

 
   ①ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 
   ②ヘッジ方針 

同左 
 

 

 
   ③ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を
満たしているので決算日における有

効性の評価を省略しております。 

（２）取引に対する取組方針 
同左 

 
 

 

（３）取引に係るリスクの内容 
同左 

 
 

 

 
 

（４）取引に係るリスク管理体制 
同左 

 

 
 

２．取引の時価等に関する事項 
同左 

 

 



 27

 

（２）セグメント情報 

 
１.事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間  （自 平成 1５年１月１日   至  平成 1５年６月３０日） 
    （単位：百万円） 

 飲料・食品の 
製造販売事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売        上        高      

(１)外部顧客に対する売上高 ８１，５５６ ４，４６４ ８６，０２１ － ８６，０２１

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 ９ ９９１ １，０００ （１，０００） －

計 ８１，５６５ ５，４５５ ８７，０２１ （１，０００） ８６，０２１

営 業 費 用 ７７，４２２ ５，０６６ ８２，４８９ １，８１６ ８４，３０５

営 業 利 益 ４，１４３ ３８９ ４，５３２ （２，８１６） １，７１６

(注) １.事業は、製商品（役務含む）の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等を考慮して区分を行

っております｡ 

２.各事業の主要な製品 

①飲料・食品の製造販売事業 

コカ・コーラ、ファンタ、スプライト、ジョージアコーヒー、爽健美茶、オフィスコーヒー、清涼飲料等の受託製造、 

自動販売機のオペレーション 

②その他の事業 

不動産の賃貸、リース全般、外食・物販事業 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（２，８２０百万円）の主なものは、親会社の総務部等管理部門に

係る費用であります。 
４.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
 
当中間連結会計期間  （自 平成 1６年１月１日   至  平成 1６年６月３０日） 

（単位：百万円） 

 飲料・食品の 

製造販売事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売        上        高      

(１)外部顧客に対する売上高 ８６，３１６ ４，５６９ ９０，８８６ － ９０，８８６

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 ７ １，０３４ １，０４１ （１，０４１） －

計 ８６，３２４ ５，６０３ ９１，９２７ （１，０４１） ９０，８８６

営 業 費 用 ８１，４６９ ５，１９８ ８６，６６７ １，１５７ ８７，８２５

営 業 利 益 ４，８５５ ４０４ ５，２５９ （２，１９９） ３，０６０

(注) １.事業は、製商品（役務含む）の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等を考慮して区分を行
っております｡ 

２.各事業の主要な製品 

①飲料・食品の製造販売事業 

コカ・コーラ、ファンタ、スプライト、ジョージアコーヒー、爽健美茶、オフィスコーヒー、清涼飲料等の受託製造、 

自動販売機のオペレーション 

②その他の事業 

不動産の賃貸、リース全般、外食・物販事業 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（２，２６２百万円）の主なものは、親会社の総務部等管理部門に

係る費用であります。 

４.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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前連結会計年度  （自 平成 1５年１月１日   至  平成 1５年１２月３１日） 
（単位：百万円） 

 飲料・食品の 
製造販売事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

売        上        高      

(１)外部顧客に対する売上高 １７３，６００ ９，２６２ １８２，８６２ － １８２，８６２

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 １７ ２，００４ ２，０２２ （２，０２２） － 

計 １７３，６１８ １１，２６６ １８４，８８４ （２，０２２） １８２，８６２

営 業 費 用 １６２，８６５ １０，４１０ １７３，２７５ ３，６００ １７６，８７５

営 業 利 益 １０，７５２ ８５５ １１，６０８ （５，６２２） ５，９８６

(注) １.事業は、製商品（役務含む）の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等を考慮して区分を行

っております｡ 

２.各事業の主要な製品 

①飲料・食品の製造販売事業 

コカ・コーラ、ファンタ、スプライト、ジョージアコーヒー、爽健美茶、オフィスコーヒー、清涼飲料等の受託製造 

②その他の事業 

不動産の賃貸、リース全般、外食・物販事業 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（５，６３０百万円）の主なものは、親会社の総務部等管理部門に

係る費用であります。 

４.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２.所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成 1５年１月１日  至 平成 1５年６月３０日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成１６年１月１日  至 平成１６年６月３０日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成１５年１月１日  至 平成１５年１２月３１日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。  

 

３.海外売上高 

前中間連結会計期間（自 平成１５年１月１日  至 平成１５年６月３０日） 

  海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成１６年１月１日  至 平成１６年６月３０日） 

  海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成１５年１月１日  至 平成１５年１２月３１日） 

  海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度 

自  平成１５年１月 １日  自  平成１６年１月 １日  自  平成１５年 １月 １日 

至  平成１５年６月３０日  至  平成１６年６月３０日  至  平成１５年１２月３１日 

  １株当たり純資産額 １，３０８．０６ 円    １株当たり純資産額 １，１７３．５８円    １株当たり純資産額 １，１６４．３６円  

  １株当たり中間純損失 ６．８７ 円    １株当たり中間純利益 １５．３２円    １株当たり当期純損失 １４４．３８円  

         

  

当中間連結会計期間の｢潜在株式調整

後１株当たり中間純利益｣については、１
株当たり中間純損失となるため記載して

おりません。 

（追加情報） 
当中間連結会計期間から｢１株当たり当

期純利益に関する会計基準｣（企業会計
基準第２号）及び｢１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針｣(企業会

計基準適用指針第４号)を適用しておりま
す。 

    潜在株式調整後１株当たり中間純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため記
載しておりません。 

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、当期純損失を計上しているた
め記載しておりません。 

当連結会計年度から｢１株当たり当期純利

益に関する会計基準｣（企業会計基準第２
号）及び｢１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針｣(企業会計基準適
用指針第４号)を適用しております。 
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（注）1株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後1 株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 項目 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

中間(当期)純利益 (百万円) △４２９ ９５８ △８，９３４

普通株式に帰属しない金額(百万円) ― ― ９７

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） （―） （―） （９７）

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) △４２９ ９５８ △９，０３１

普通株式の期中平均株式数(株) ６２，５５９，９３０ ６２，５５０，８６８ ６２，５５７，４３０

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

第１回無担保転換社債 
（額面１百万円） ―

第１回無担保転換社債 
（額面１百万円） 

 

 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 

（その他） 

  該当事項はありません。 
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５．生産、受注及び販売の状況 
 （１）生産実績 
      生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 事業の種類別セグメントの名称 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

飲料・食品の製造販売事業 ２７，６７５ ２７，０５３ ５７，１４０ 

そ の 他 の 事 業 － － － 

合 計 ２７，６７５ ２７，０５３ ５７，１４０ 

（注） １．当社グループの生産品目は同種の製品であっても、容器の形状、容量等、多種多様であり 

販売価格・方法も一様ではありませんので、製造費用に基づき記載しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   

 （２）受注実績 
        受注生産は行っておりません。 

 

 （３）販売実績 
        販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 事業の種類別セグメントの名称 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

飲料・食品の製造販売事業 ８１，５５６ ８６，３１６ １７３，６００ 

そ の 他 の 事 業 ４，４６４ ４，５６９ ９，２６２ 

合 計 ８６，０２１ ９０，８８６ １８２，８６２ 

（注） １．相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が１０％以上の相手先はありません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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平成 １６年８月３日 

平成１６年１２月期          個別中間財務諸表の概要   
上 場 会 社 名 近畿コカ・コーラボトリング株式会社 上 場 取 引 所 東証市場第一部 

コ ー ド 番 号 ２５７６  大証市場第一部 

（URL   http://www.kinki.ccbc.co.jp  ） 本 社 所 在 都 道 府 県 大阪府 

代 表 者 役職名  取締役社長 氏名  守都 正和   

問 合 せ 先 責 任 者 役職名  広報部長   氏名  郷   礼次 ＴＥＬ（０６）-６３３０-２１９１ 

決算取締役会開催日 平成１６年８月 ３日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成１６年９月１３日 単元株制度採用の有無 有(１単元１，０００株) 

 

１．１６年６月中間期の業績（平成１６年１月１日～平成１６年６月３０日） 

(1) 経営成績                                               記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円    ％ 百万円      ％ 百万円       ％ 

１６年 ６月中間期 ８０，３５４ （   ５．６） １，６７２ （   ９０．１） １，８７１ （   ５３．９） 

１５年 ６月中間期 ７６，０８０ （   ０．２） ８７９ （△ ２０．６） １，２１６       （    １．１） 

１５年１２月期 １６２，２７５ ４，１２６  ４，７３０        

 

 中 間 純 利 益 又 は 

中間（当期）純損失（△） 

1株当たり中間純利益又は 

中間（当期）純損失 ( △ ) 

 

 百万円      ％           円     銭  

１６年 ６月中間期 １９１ （   －   ） ３ ０７  

１５年 ６月中間期    △ ６５５ （   －   ）       △ １０    ４８  

１ ５年１２月期 △８，９７７  △１４４ ０９  

(注) ①
  
期中平均株式数 １６年 ６月中間期 ６２，５５１，３３７株 １５年 ６月中間期 ６２，５５９，９３０株 １５年 １２月期 ６２，５５７，８９９株 

   
            
②会計処理の方法の変更   無 

   
            
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

   
            
 

(2) 配当状況 

 1 株 当 た り 

中 間 配 当 金 

1 株 当 た り 

年 間 配 当 金 

 円 銭 円 銭 

１６年 ６月中間期 ９ ００  － 

１５年 ６月中間期 ９ ００  － 

１ ５ 年 １ ２ 月 期  － １８ ００ 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円     銭 

１６年６月中間期 １０９，８９１ ７０，７４７ ６４．４ １，１３１    ０８ 

１５年６月中間期 １０８，９１９ ７９，７１６ ７３．２ １，２７４    ２６ 

1５年 1 2 月 期 １０９，６１６ ７０，９８９ ６４．８ １，１３４    ２９ 

(注) ①期末発行済株式数 １６年 ６月中間期 ６２，５４９，２２１株 １５年 ６月中間期 ６２，５５８，７８３株 １５年 １２月期 ６２，５５３，２５８株 

 ②期末自己株式数 １６年 ６月中間期 ４１，８２８株 １５年 ６月中間期 ３２，２６６株 １５年 １２月期 ３７，７９１株 

     

２．１６年１２月期の業績予想(平成１６年１月１日～平成１６年１２月３１日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通 期 １６５，５００ ６，０７０ ２，６００      ９   ００     １８  ００ 

（参考）  ①  1株当たり予想当期純利益  (通期) ４１円５７銭 

②  営業利益               (通期) ５，６９０百万円 
※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって異
なる場合があります。なお、業績予想に関連する事項につきましては添付資料８ページをご参照ください。 
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１．中間財務諸表等 
（１）中間財務諸表 

      ①中間貸借対照表 
（単位：百万円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度 

  要約貸借対照表 

平成１５年６月３０日現在 平成１６年６月３０日現在 平成１５年１２月３１日現在 
区  分 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産 

１ 現金及び預金 ４，０６６  ３，０４９ ５，４６６

２ 受取手形 １  ０ ０

３ 売掛金 １１，５３３  １１，９６４ １０，６３１

４ たな卸資産 ８，８９９  ７，７９０ ７，１１８

５ 繰延税金資産 ２９９  ２，１１６ ２，４３３

６ その他 ６，９１９  ５，５２０ ５，６３６

  貸倒引当金 △８３  △７９ △８１

流動資産合計 ３１，６３６ ２９．０ ３０，３６２ ２７．６ ３１，２０６ ２８．５

Ⅱ 固定資産 

１ 有形固定資産 

(１)建物 ２３，０６６ ２３，５０１ ２３，４５３

  減価償却累計額 １１，２６４ １１，８０１ １２，１５２ １１，３４９ １１，７２１ １１，７３１

(２)機械及び装置 ２８，２０２ ２８，７４８ ２８，２１０

  減価償却累計額 １９，２４４ ８，９５８ ２０，８０６ ７，９４１ ２０，０８３ ８，１２７

(３)販売機器 ６１，２６７ ６１，０６８ ６０，９４０

  減価償却累計額 ４６，９７７ １４，２９０ ４６，３２３ １４，７４５ ４７，７３２ １３，２０７

(４)土地 １７，４５４ １７，４５４ １７，４５４

(５)建設仮勘定 － ３８ ４４４

(６)その他 ８，１２１ ８，３１２ ８，１８０

  減価償却累計額 ６，１８４ １，９３６ ６，４９８ １，８１４ ６，３３９ １，８４１

有形固定資産合計 ５４，４４１ ５０．０ ５３，３４２ ４８．６ ５２，８０６ ４８．１

２ 無形固定資産 

(１)ソフトウェア １，７４９ ２，３７２ ２，０８８

(２)その他 ７６７ ４１８ ５３２

無形固定資産合計 ２，５１６ ２．３ ２，７９１ ２．５ ２，６２０ ２．４

３ 投資その他の資産 

(１)投資有価証券 １，３２５ ２，７８２ ２，５９４

(２)関係会社株式 ７，８７０ ６，３９３ ６，３１０

(３)長期貸付金 ４，５９０ ５，０４８ ４，７７５

(４)繰延税金資産 ２，２３５ ６，００８ ５，９０１

(５)その他 ４，８３３ ３，６２５ ３，９０７

  貸倒引当金 △５３１ △４６３ △５０８

投資その他の資産合計 ２０，３２４ １８．７ ２３，３９４ ２１．３ ２２，９８２ ２１．０

固定資産合計 ７７，２８３ ７１．０ ７９，５２８ ７２．４ ７８，４１０ ７１．５

資産合計 １０８，９１９ １００．０ １０９，８９１ １００．０ １０９，６１６ １００．０
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                                             （単位：百万円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度 

  要約貸借対照表 

平成１５年６月３０日現在 平成１６年６月３０日現在 平成１５年１２月３１日現在 
区  分 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負債の部） ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債  

１ 買掛金 ４，９７２ ４，０７７  ４，６５０ 

２ 短期借入金 － １０，９４８ ８，３２８ 

３ 一年以内に償還の 

転換社債 ８，１６７ － － 

４ 未払金 ２，７５６ ３，６８７ ３，４９８ 

５ 未払費用 ４，１３３ ４，３２６ ４，１０７ 

６ 未払法人税等 １５ １６ １５ 

７ 預り金 １，４４４ １，７４９ １，７７３ 

８ その他         ※１ ８２０ ９８５ ９２３ 

流動負債合計 ２２，３０９ ２０．５ ２５，７８９ ２３．５ ２３，２９８ ２１．２

Ⅱ 固定負債  

１ 長期借入金 － ９，００８ １０，６７２ 

２ 長期未払金 － ３，３８６ ３，９５２ 

３ 退職給付引当金 ５，８２３ ４９９ １７１ 

４ 役員退職慰労引当金 １７４ １３８ ２１１ 

５ その他 ８９４ ３２１ ３２１ 

固定負債合計 ６，８９３ ６．３ １３，３５３ １２．１ １５，３２９ １４．０

負債合計 ２９，２０３ ２６．８ ３９，１４３ ３５．６ ３８，６２７ ３５．２

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 １０，９４８ １０．１ １０，９４８ １０．０ １０，９４８ １０．０

Ⅱ 資本剰余金  

  資本準備金 １０，０４０ １０，０４０ １０，０４０ 

  資本剰余金合計 １０，０４０ ９．２ １０，０４０ ９．１ １０，０４０ ９．２

Ⅲ 利益剰余金  

１ 利益準備金 １，６１８ １，６１８ １，６１８ 

２ 任意積立金 ５６，４７２ ４６，３１４ ５６，４７２ 

３ 中間未処分利益又は 

当期未処理損失（△） ６６０ １，５２６ △８，２２４ 

  利益剰余金合計 ５８，７５２ ５３．９ ４９，４５９ ４５．０ ４９，８６７ ４５．５

Ⅳ その他有価証券評価 

差額金 １ ０．０ ３３３ ０．３ １６３ ０．１

Ⅴ 自己株式 △２５ △０．０ △３３ △０．０ △２９ △０．０

資本合計 ７９，７１６ ７３．２ ７０，７４７ ６４．４ ７０，９８９ ６４．８

負債・資本合計 １０８，９１９ １００．０ １０９，８９１ １００．０ １０９，６１６ １００．０
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      ②中間損益計算書 
（単位：百万円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  要約損益計算書 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

区  分 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

  ％ ％ ％

Ⅰ 売上高 ７６，０８０ １００．０ ８０，３５４ １００．０ １６２，２７５ １００．０

Ⅱ 売上原価 ４２，４７５ ５５．８ ４５，５８２ ５６．７ ９１，８１７ ５６．６

   売上総利益 ３３，６０４ ４４．２ ３４，７７１ ４３．３ ７０，４５８ ４３．４

Ⅲ 販売費及び 

一般管理費 ３２，７２５ ４３．０ ３３，０９９ ４１．２ ６６，３３１ ４０．９

   営業利益 ８７９ １．２ １，６７２ ２．１ ４，１２６ ２．５

Ⅳ 営業外収益    ※１ ５２９ ０．７ ５５３ ０．７ １，０６４ ０．７

Ⅴ 営業外費用    ※２ １９３ ０．３ ３５４ ０．５ ４５９ ０．３

   経常利益 １，２１６ １．６ １，８７１ ２．３ ４，７３０ ２．９

Ⅵ 特別利益     ※３ ３０５ ０．４ １３ ０．０ ２８３ ０．２

Ⅶ 特別損失     ※４ ２，７２０ ３．６ １，５８３ １．９ ２０，４３１ １２．６

税引前中間純利益又は中

間（当期）純損失（△） △１，１９９ △１．６ ３０１ ０．４ △１５，４１７ △９．５

法人税、住民税 

及び事業税 １５ １５ ３０

法人税等調整額 △５５８ △５４３ △０．７ ９４ １０９ ０．１ △６，４６９ △６，４３９ △４．０

中間純利益又は中間（当

期）純損失（△） △６５５ △０．９ １９１ ０．３ △８，９７７ △５．５

前期繰越利益 １，３１６ １，３３４ １，３１６

中間配当額 － － ５６３

中間未処分利益又は当期

未処理損失(△)  ６６０ １，５２６ △８，２２４
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 項目 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

（１） 有価証券 （１） 有価証券 （１） 有価証券 １．資産の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券 ①満期保有目的の債券 ①満期保有目的の債券 

 償却原価法 同左 同左 

  ② ② ②

  

子会社株式及び関連会社
株式 

子会社株式及び関連会社
株式 

子会社株式及び関連会社
株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  ③その他有価証券 ③その他有価証券 ③その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  

  

  

  

  

中間決算日の市場価格
等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し､売却原価は
移動平均法により算定し

ております｡) 

同左 決算日の市場価格等に
基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し､売却原価は移動
平均法により算定してお

ります｡) 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

 （２） ― （２） デリバティブ （２） デリバティブ 

    時価法  同左 

  （３） たな卸資産 （３） たな卸資産 （３） たな卸資産 

  ①商品及び製品 ①商品及び製品 ①商品及び製品 

  総平均法による原価法 同左 同左 

  ②原材料及び貯蔵品 ②原材料及び貯蔵品 ②原材料及び貯蔵品 

  

  

月別移動平均法による原価
法 

同左 同左 

 

  

但し、貯蔵品の一部は最終
仕入原価法 

    

（１） 有形固定資産 （１） 有形固定資産 （１） 有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方法 

  

  

  

  

    

定率法によっております。但
し、建物(建物附属設備を除

く)については定額法によっ
ております。なお、耐用年数

については、法人税法に規

定する方法と同一の基準に
よっております。   

同左 

  

同左 

  （２） 無形固定資産 （２） 無形固定資産 （２） 無形固定資産 

  

  

  

  

  

 

       

   

定額法によっております｡な
お、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま
す。但し、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に
おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。   

同左 

  

同左 

 （３） 長期前払費用 （３） 長期前払費用 （３） 長期前払費用 

       

   

期間対応償却によっており
ます。   

同左 

  

同左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 項目 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

３．引当金の計上基準 （１） 貸倒引当金 （１） 貸倒引当金 （１） 貸倒引当金 

        

        

        

        

        

        

    

売掛金等債権の貸倒れによ
る損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上してお

ります。   

同左 

  

同左 

  （２） 退職給付引当金 （２） 退職給付引当金 （２） 退職給付引当金 

        

        

        

従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に
基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められ

る額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異

については、５年による按分
額を費用処理しております。

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時に
おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数
(１５年)による定額法によりそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。 

    

従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において

発生していると認められる額
を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異
については、５年による按分

額を費用処理しております。

数理計算上の差異について
は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数

(１５年)による定額法によりそ

れぞれ発生の翌事業年度
から費用処理しております。     

      

従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に
基づき、当中間会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しておりま
す。 

数理計算上の差異につい
ては、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年
数(１５年)による定額法によ

りそれぞれ発生の翌事業年
度から費用処理しておりま

す。 

  

        

        

        

    

 

  

 

  

(追加情報) 

平成１５年１１月２７日に厚生
労働省より「近畿コカ・コーラ

ボトリング厚生年金基金」の

解散の認可を受け、同日を
もって解散いたしました。厚

生年金基金の解散の結果、
厚生年金基金解散損１４，６

６７百万円を特別損失に計

上しております。 

 （３） 役員退職慰労引当金  （３） 役員退職慰労引当金  （３） 役員退職慰労引当金 

    役員の退職により支給する

退職慰労金支給に備えるた
め、内規に基づく中間期末

要支給見込額を計上してお

ります。 

  商法施行規則第４３条の引

当金であり、役員の退職慰
労金支給に備えるため、内

規に基づく中間期末要支給

見込額を計上しております。

  商法施行規則第４３条の引

当金であり、役員の退職慰
労金支給に備えるため、内

規に基づく当事業年度末要

支給見込額を計上しており
ます。 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 項目 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

４．リース取引の処理方法     

      

      

      

      

    

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりま
す。  

同左 

 

同左 

５．ヘッジ会計の方法  ― （１） ヘッジ会計の方法 （１） ヘッジ会計の方法 

       金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採
用しております。 

 同左 

   （２） ヘッジ手段とヘッジ対象 （２） ヘッジ手段とヘッジ対象 

       ①ヘッジ手段 
  金利スワップ 

②ヘッジ対象 

  借入金の利息 

 ①ヘッジ手段 
同左 

②ヘッジ対象 

同左 

   （３） ヘッジ方針 （３） ヘッジ方針 

       借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワッ
プ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎

に行っております。 

 同左 

   （４） ヘッジ有効性評価の方法 （４） ヘッジ有効性評価の方法 

       金利スワップの特例処理の

要件を満たしているので中
間決算日における有効性の

評価を省略しております。 

 金利スワップの特例処理の

要件を満たしているので決
算日における有効性の評価

を省略しております。 

６．その他中間財務諸表（財務諸
表）作成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理について 
消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理について 
同左 

 

消費税等の会計処理について 
同左 
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会 計処理の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

― ― （貸借対照表） 

財務諸表等規則の改正により、当期におけ

る貸借対照表の資本の部については、改
正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 

― ― 

    

（１株当たり当期純利益に関する会計基準

等）  

当期から「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。なお、同会計基準

及び適用指針の適用に伴う影響について
は（１株当たり情報）注記事項に記載のとお

りであります。 

 

表 示方法の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 
自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 
至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 

― 前中間会計期間まで固定負債の「その他」に含めて表示しておりま
した「長期未払金」は、重要性が増加したため、当中間会計期間か

ら区分掲記することに変更いたしました。 

なお、前中間会計期間における長期未払金は５７２百万円でありま
す。 

 

追加情報  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 項目 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

中間貸借対照表 

 

 
 

 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間

貸借対照表の資本の部について
は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

― 

 

 
 

 

― 

 

 
 

 

税効果会計 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

地方税法等の一部を改正する法律

（平成１５年法律第９号）が平成１５
年３月３１日に公布されたことに伴

い、当中間会計期間の繰延税金資
産及び繰延税金負債の計算（但

し、平成１７年１月１日以降解消が

見込まれるものに限る。）に使用し
た法定実効税率は、改正後の税率

を使用しております。 
その結果、繰延税金資産の金額

（繰延税金負債の金額を控除した

金額）が４１百万円減少し、当中間
会計期間に計上された法人税等調

整額が４１百万円、その他有価証券
評価差額金が０百万円それぞれ増

加しております。 

― 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

地方税法等の一部を改正する法律

（平成１５年法律第９号）が平成１５
年３月３１日に公布されたことに伴

い、当期の繰延税金資産及び繰延
税金負債の計算（但し、平成１７年１

月１日以降解消が見込まれるものに

限る。）に使用した法定実効税率
は、改正後の税率を使用しておりま

す。 
その結果、繰延税金資産の金額

（繰延税金負債の金額を控除した

金額）が１９７百万円減少し、当期に
計上された法人税等調整額が２０１

百万円、その他有価証券評価差額
金が３百万円それぞれ増加しており

ます。 
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注記事項  

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

平成１５年６月３０日現在 平成１６年６月３０日現在 平成１５年１２月３１日現在 

※１消費税等の取扱い ※１消費税等の取扱い  ― 

     

     

  

仮受消費税等は、仮払消費税等と相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて
表示しております。   

同左 

 

 

２ 保証債務   ２ 保証債務   ２ 保証債務   

     

     

  

従業員の金融機関からの住宅資金借
入金に対する保証３６百万円を行って

おります。   

従業員の金融機関からの住宅資金借
入金に対する保証２７百万円を行って

おります。  

従業員の金融機関からの住宅資金借入
金に対する保証３１百万円を行っておりま

す。 

 

 

（中間損益計算書関係） 

                                         （単位：百万円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

※１ 営業外収益の主要な項目 ※１ 営業外収益の主要な項目 ※１ 営業外収益の主要な項目 

   受取利息 ２４   受取利息 ４２   受取利息 ５１

   不動産賃貸収入 １１１  不動産賃貸収入 １０４   不動産賃貸収入 ２１１

   受取配当金 ３６９   受取配当金 ３７５   受取配当金 ６９４

※２ 営業外費用の主要な項目 ※２ 営業外費用の主要な項目 ※２ 営業外費用の主要な項目 

   社債利息 ３４   支払利息 ９５   社債利息 ６９

   不動産賃貸原価 ７８   不動産賃貸原価 ７３   不動産賃貸原価 １５６

   貯蔵品他廃棄損 ５７   貯蔵品他廃棄損 １３９   貯蔵品他廃棄損 １２５

※３ 特別利益の主要な項目 ※３ 特別利益の主要な項目 ※３ 特別利益の主要な項目 

   土地売却益 ２７６  ―    土地売却益 ２７６

※４ 特別損失の主要な項目 ※４ 特別損失の主要な項目 ※４ 特別損失の主要な項目 

   販売機器売却      販売機器売却      販売機器売却 

   及び除却損 ３８１   及び除却損 ２５９   及び除却損 ５３３

   特別退職金 ８６６   特別退職金 １，３０９   特別退職金 ８７０

   退職給付会計基準       退職給付会計基準 

   変更時差異償却額 １，３３９      変更時差異償却額 ２，２３１

         厚生年金基金解散損 １４，６６７

         関係会社株式評価損 １，５９４

５ 減価償却実施額   ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額   

   有形固定資産 ４，２２１   有形固定資産 ４，１０８   有形固定資産 ８，９９４

   無形固定資産 ３２４   無形固定資産 ３５０   無形固定資産 ６５０
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（リース取引関係） 

（単位：百万円）  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成１５年１月 １日 自 平成１６年１月 １日 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年６月３０日 至 平成１６年６月３０日 至 平成１５年１２月３１日 

１ リース物件の所有権が借主 １ リース物件の所有権が借主 １ リース物件の所有権が借主 

  に移転すると認められるも   に移転すると認められるも   に移転すると認められるも 

  の以外のファイナンス・リー   の以外のファイナンス・リー   の以外のファイナンス・リー 

  ス取引   ス取引   ス取引 

  借手側      借手側      借手側    

①リース物件の取得価額相当額、 ①リース物件の取得価額相当額、 ①リース物件の取得価額相当額、 

  減価償却累計額相当額及び   減価償却累計額相当額及び   減価償却累計額相当額及び 

  中間期末残高相当額   中間期末残高相当額   期末残高相当額 

  工具器具 機械及び   工具器具 機械及び   工具器具 機械及び 

  及び備品 装置 合計   及び備品 装置 合計   及び備品 装置 合計 

取得価額 取得価額 取得価額 

相当額 
７６５ ９３０ １，６９６

相当額 
６８７ ９３０ １，６１８

相当額 
７６０ ９３０ １，６９１

減価償却 減価償却 減価償却 

累計額 累計額 累計額 

相当額 

２８３ ６９９ ９８３

相当額 

３２１ ７７９ １，１００

相当額 

３３７ ７３９ １，０７７

中間期末 中間期末 期末 

残高 残高 残高 

相当額 

４８２ ２３０ ７１２

相当額 

３６６ １５１ ５１７

相当額 

４２２ １９１ ６１３

(注)取得価額相当額は、未経過リース (注) 同左    (注)取得価額相当額は未経過リー 

  料中間期末残高が有形固定資産の        ス料期末残高が有形固定資産 

  中間期末残高等に占める割合が低         の期末残高等に占める割合が 

  いため、支払利子込み法により、         低いため、支払利子込み法に 

  算定しております。         より、算定しております。 

②未経過リース料中間期末残高 ②未経過リース料中間期末残高 ②未経過リース料期末残高 

  相当額   相当額   相当額 

  １年以内  ２３２  １年以内  ２１８  １年以内  ２２３

  １年超   ４８０  １年超   ２９８  １年超   ３９０

  合計  ７１２  合計  ５１７  合計  ６１３

(注)未経過リース料中間期末残高相当 (注) 同左    (注)未経過リース料期末残高相当 

  額は、未経過リース料中間期末残         額は、未経過リース料期末残 

  高が有形固定資産の中間期末残高        高が有形固定資産の期末残高 

  等に占める割合が低いため、支払         等に占める割合が低いため、 

  利子込み法により算定しておりま         支払利子込み法により算定し 

  す。         ております。 

③支払リース料、減価償却費 ③支払リース料、減価償却費 ③支払リース料、減価償却費 

  相当額      相当額      相当額    

   支払リース料 １２１   支払リース料 １１２   支払リース料 ２３８

   減価償却費相当額 １２１   減価償却費相当額 １１２   減価償却費相当額 ２３８

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、   同左      同左   

  残存価額を零とする定額法に             

  よっております。             

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

   借手側    借手側    借手側 

   未経過リース料      未経過リース料      未経過リース料   

   １年以内 １８２   １年以内 １８２   １年以内 １８９

   １年超 ２８３   １年超 ２９４   １年超 ３０５

   合計 ４６６   合計 ４７６   合計 ４９４
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（有価証券関係） 

前中間会計期間（平成1５年６月３０日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

               該当事項はありません。 

 

当中間会計期間（平成1６年６月３０日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

               該当事項はありません。 

 

前事業年度（平成1５年１２月３１日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

               該当事項はありません。 
 

 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

（その他） 

平成１６年８月３日開催の取締役会において、次のとおり第４６期中間配当（商法第２９３条ノ５に基づく金銭の分配）を 

行うことを決議いたしました。 

 

 中間配当金の総額         ５６２百万円 

 １株当たりの金額          ９円００銭 

 支払請求の効力発生日       

 及び支払開始日             平成１６年９月１３日 
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（参考資料） 

  売 上 高 内 訳 表  
                                                                            (単位:百万円／千函) 

前中間会計期間 

自 平成１５年１月 １日 

至 平成１５年６月３０日 

当中間会計期間 

自 平成１６年１月 １日 

至 平成１６年６月３０日 

前事業年度 

自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年１２月３１日 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 

区  分 

(函  数) % (函  数) % (函  数) % 

１９，１４０ ２５．２ ２１，２３１ ２６．４ ４１，８９３ ２５．８ 
炭酸飲料 

( １０，１２７) (   ２８．１) ( １０，８１４) (   ２８．２) （２１，９５１） （２８．２） 

５５，２４８ ７２．６ ５７，３４９ ７１．４ １１７，１３４ ７２．２ 
非炭酸飲料 

( ２５，８４０) (   ７１．５) ( ２７，４０６) (   ７１．４) （５５，５９４） （７１．３） 

１，６９１ ２．２ １，７７３ ２．２ ３，２４７ ２．０ 
その他 

(      １５６) (     ０．４) (      １５９) (     ０．４) （３７４） （０．５） 

４２１ ０．５ ４３８ ０．５ ９５３ ０．６ 
 食品等 

(      １５６) (     ０．４) (      １５９) (     ０．４) （３７４） （０．５） 

 受託加工収入 １，２７０ １．７ １，３３５ １．７ ２，２９３ １．４ 

７６，０８０ １００．０ ８０，３５４ １００．０ １６２，２７５ １００．０ 
合  計 

(３６，１２３) ( １００．０) (３８，３８１) ( １００．０) （７７，９１９） （１００．０） 

 
（注）  １．上段は売上高、下段は販売函数であります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 


